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研究成果の概要（和文）：本研究では，遺伝的アルゴリズムによる農地最適化モデルに，分布型流出解析モデルおよび
湖沼生態系モデルを組み合わせ，環境直接支払が水棲生態系に与える影響の政策分析をおこなった。その結果，西の湖
流域の下流で保全型農業を実施する場合と，上流で実施する場合では，有機態窒素の流達率に違いはみられるものの，
政策効果に顕著な違いは確認されなかった。これは比較的小規模な流域では，保全型農業の空間配置が相対的に重要で
ないことを示す結果であると思われるが，どの程度まで一般化が可能であるかは不確かである。今後は条件の異なる他
の小流域や，より大規模な流域を対象とした検証が不可欠と考える。

研究成果の概要（英文）：This study investigates an optimal allocation of conservation agriculture by 
combining genetic algorithm, distributional watershed simulation model, and lake ecosystem simulation 
model. Our results show that, in relatively small watershed, spatial allocation of conservation 
agriculture is less important in terms of lake ecosystem restoration. Although this might be due to the 
scale of the watershed, our results are uncertain in terms of the extent of generalization. Further 
research would be highly needed by focusing on other small watersheds with different conditions and 
larger-scale watersheds.

研究分野：農業・資源経済学
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1．研究開始当初の背景 
  日本の農業政策は平成 17 年度の「経営所
得安定対策等大綱」を契機として，従来の価
格支持政策から特定の経営体を対象とした
直接支払制度へと大きく移行しつつある。そ
の中で平成 19 年度より導入された「農地・
水・環境保全向上対策」により，保全型農業
を実践する農家への直接的な支援体制が形
成されたことは，環境直接支払制度により環
境改善を目指す大きなターニングポイント
となった（荘林 2009）。同対策は平成 23 年
度より「環境保全型農業直接支援対策」と名
称を変え，内容面の拡充が進むとともに，参
加面積も順調に増加しつつある。 
  しかしながら，国内の環境直接支払制度は
まだ黎明期にあり，制度の効率化はこれから
の課題である。現行制度では一定の要件を満
たしたすべての農家が参加対象であり，支給
要件となる農法も限られている。そのため，
参加面積の増加に比して環境改善が進んで
いるとは必ずしもいえず，多くの流域で水質
汚染などの面源汚染は依然として深刻であ
る。 
  限られた予算で環境改善効果を最大化す
るためには，効率性を重視した制度設計が必
要である。そのために保全型農業の配置を最
適化する研究は，1990 年代より広く進めら
れている。しかしながら，従来の最適化手法
には技術的に大きな制約があるため，先行研
究は事象を単純化したものや，対象を小規模
な流域に限定したものが大半を占めている。 
 
 
2．研究の目的 
  本研究の目的は，遺伝的アルゴリズムにも
とづいた最適化手法と，物理型の水文シミュ
レーションモデル・湖沼生態系モデルを組み
合わせ，水質改善にむけた環境直接支払制度
の最適化をおこなうことである。この研究に
より，流域の水環境にとって望ましい保全型
農業の配置が示されるとともに，制度として
注力すべき圃場・農法が明らかとなる。また，
得られた結果を現実の農業政策に反映する
ため，国内外の環境直接支払制度を事例とし
て取り上げ，運用面での特徴や成果，課題な
どについての比較分析をおこなう。 
  本研究の学術的な特色は（1）遺伝的アル
ゴリズムにより，保全型農業の配置・農法の
最適化を農家単位でおこなうこと，（2）単な
る最適化分析ではなく，物理型の流域・湖沼
シミュレーションモデルと組み合わせ，現実
の政策への適用可能性を詳細かつ具体的に
検討すること，の 2 点である。このように，
本研究は学際的なアプローチにより農業環
境問題に取り組むものであり，得られた成果
を広く発信することで，同様の研究手法が広
く普及していくことも期待される。 
 
 
3．研究の方法 

3.1 圃場レベル最適化モデルの開発 
  本研究の主目的の１つは，遺伝的アルゴリ
ズムによる保全型農業の最適化モデルの開
発である。具体的には，圃場全体での利潤の
最大化と，一定の環境改善を同時に満たす作
物と保全型農法の組み合わせの探索を農家
レベルで実施する。対象となる農業面源汚染
の水質指標として，窒素・リン・BOD の 3 種
類を分析に用いる。また，データが利用可能
であれば水田から排出されるメタンや，生物
多様性などについても環境要件の対象とし
て検討する。 
 
3.2 物理モデルによる農業面源汚染の定量
化 
  対象地域における農業由来の面源汚染負
荷を定量化するため，滋賀県長命寺川流域の
水文モデルを構築する。今日ではさまざまな
水文モデルが利用可能であるが，本研究では
米国農務省（USDA）が開発した Soil and Water 
Assessment Tool（SWAT）を採用する。SWAT
モデルを選択する理由は（1）国際的に幅広
く利用されている標準的な水文モデルであ
ること，（2）農業面源汚染の予測精度の高さ
に定評があることである。ただし，本研究で
は SWAT のシミュレーション結果が期待され
た精度に至らなかったため，産業技術総合研
究所が開発したAIST-SHANELモデルを政策分
析に使用した。 
 
3.3 海外事例の比較分析 
  国内の環境直接支払制度の改善を検討す
る上で，国外ですでに実施されている環境直
接支払制度を事例として取り上げ，運用面で
の特徴や成果，課題などについての比較分析
をおこなう。本研究では，海外の事例分析対
象として，アメリカ合衆国と欧州連合（EU）
における，費用効率性を高める施策を対象と
した。 
 
 
4．研究成果 
4.1 統合モデル分析 
  滋賀県最大の内湖である西の湖流域（長命
寺川流域）を対象に，環境直接支払が水棲生
態系に与える影響の費用対効果分析をおこ
なった。陸域流出過程は，分布型流出解析モ
デルである AIST-SHANEL により，農法変化に
よる栄養塩流出量への影響をモデル化した。
環境直接支払の採択プロセスおよび実施費
用については，対象地域における農家アンケ
ートを実施しコンジョイント分析により推
計した。 
  これらのモデルに遺伝的アルゴリズムの
最適化手法を組み合わせ，環境直接支払によ
る保全型農業の普及が，水棲生態系に及ぼす
影響の政策分析をおこなった。その結果，西
の湖流域の下流（生態系影響を評価する西の
湖近傍の農地）で保全型農業を実施する場合
と，上流で実施する場合では，有機態窒素の



流達率に違いはみられるものの，政策効果に
顕著な違いは確認されなかった。これは，対
象地域が比較的小規模な流域であることに
よるものかもしれず，より広範な流域を対象
とした検証が必要と考えられる。 
  また，保全型農業の普及が流域内で一様に
進んだ場合の，普及の拡大による生態学的影
響について，長期シミュレーションをおこな
った。その結果，環境直接支払における支払
水準の向上は，保全型農業の採択面積を有意
に拡大し，西の湖に流入する栄養塩を削減す
る効果が確認された。ただし，水棲生態系を
十分に回復し，生態系のレジームシフトを実
現するためには，一定規模以上の取り組みが
必要である。また，その実施も長期（普及水
準にもよるが，15〜20 年以上）に渡り継続す
ることが必要との結果が示された。 
  現行の環境直接支払はその規模と期間の
両面で十分とはいえず，生態系の復元効果を
考える上では，制度設計を再検討する必要が
あると考えられる。 
  以上のように，統合モデルによる環境直接
支払の政策分析の手法開発において，本研究
は一定の成果をあげることができた。今後は，
モデルの更なる改善を進めるとともに，異な
る条件の流域に対象を広げ，より詳細なシミ
ュレーションにもとづいた政策分析を進め
ていく方針である。 
 
4.2 環境直接支払の海外事例分析 
 本研究の目的は，効率的な環境直接支払制
度の実現に向けた，具体的な政策提言である。
海外の事例分析にあたっては，アメリカ合衆
国と欧州連合（EU）における，費用効率性を
高める施策を対象とした。 
  アメリカとヨーロッパでは，費用効率性向
上に対するアプローチが異なっている。アメ
リカでは，支払対象となる農業者を環境への
効果の評価やオークションによって選別し
ている。アメリカの主な環境支払いは，保全
休耕プログラム（Conservation Reserve 
Program，CRP），環境改善奨励プログラム
（Environmental Quality Incentive Program， 
EQIP），保全ステュワードシッププログラム
（Conservation Stewardship Program，CSP）
の 3 つである。CRP は応募者に取り組み手法
と受取額を提示させ，その内容を指標化し，
点数の高いものから採択する。EQIP と CSP は
応募案件について期待される環境への効果
を点数化し，高いものから採択する。 
  これに対し，ヨーロッパでは農業者の申請
を選別することはないが，その代わりに，環
境目標の達成度合いを支払いに連動させる
試みが各地で見られる。ヨーロッパでの試み
は結果に基づく支払いと呼ばれており，適用
事例は生物多様性保全と水質保全にみられ
る。従来の環境支払いは，一定の保全的行為
を採用する農業者に対し，それに伴う費用を
補塡するものとして，あるいは，それを促す
奨励金として支給される。つまり，これは活

動 に 基 づ く 支 払 い （ action-oriented 
payments）であるが，効果はそれほど上がっ
ていない，費用対効果が低い，という批判が
ある。一方，結果に基づく支払いは，行為で
はなく結果に応じて支払われるため，農業者
が知識と経験を活かし，よりその土地にあっ
たやり方を考え出し，それを実行する。つま
り，農業者は手段を選ぶことができるので，
費用効率性が高まる。 
  生物多様性保全を目的とする結果に基づ
く支払いは，1993 年にイギリス，オランダ，
ドイツ（ノルトライン・ヴェストファーレン
州）における試行的な実施が最初期のもので
ある。水質保全の分野の実施例は，ドイツに
おいて，地下水の硝酸態窒素濃度を抑えるた
めに，農場からの窒素の流出量をコントロー
ルするための施策にみられる。ドイツでは，
水道水源を保全するため，窒素負荷の削減に
取り組む農業者に対して，水道事業者の負担
で支払いを行うという仕組みがある。バイエ
ルン，ヘッセン，ニーダーザクセンの各州で
は，この仕組みにおいて結果に基づく支払い
が採用されている。一方，ブランデンブルク，
ザクセン・アンハルト，テューリンゲンの各
州では共通農業政策の農業環境施策のメニ
ューに入っている。 
 
4.3 長命寺川流域への SWAT モデルの適用 
  滋賀県では琵琶湖の周辺を7つの小流域に
分けて管理が行われている。今回はその中か
ら東近江圏域中央部を流れる長命寺川に対
して，水文モデルの適用を試みた。選定の理
由は主に，①ラムサール条約登録湿地である
西の湖を有するなど環境の保全が求められ
ている流域であること，②農業生産が盛んで
あり農地から流出負荷が問題となっている
流域であること，③「環境こだわり農業」等
の保全対策の実施が特に進んでいる流域で
あることである。 
  長命寺川の流域面積は約 85.0km2，幹線流
路延長は支川を含め約 33km である。長命寺
川はいくつかの支流を有しており，河口の琵
琶湖から西の湖に至る長命寺川本川と西の
湖に流入する蛇砂川，山本川，安土川等から
形成されている。河川下流部では天井川とな
っている箇所も多く，河川整備計画が積極的
に進められている。 
  長命寺川流域では流域の保全と水質の改
善に向けて多くの事業が進められている。し
かし依然として西の湖の水質は改善されて
いない。そこで本研究では，保全対策に対す
る定量的評価を可能にする手法の一つとし
てコンピュータシミュレーションによる解
析を提案し，長命寺川流域への適用を試みた。
これにより将来的には流域からの負荷量を
定量的に評価することが可能になるうえ，シ
ナリオ解析等によって，現行の保全事業の見
直しや効率化が可能になると考える。 
  本研究では解析モデルとして Soil & Water 
Assessment Tool（SWAT）を採用した。入力



データは標高，土地利用，土壌 GIS データと
気象データである。GIS データは国土交通省
から，気象データは気象庁からそれぞれ入手
した。流域が比較的平坦でかつ農業用水路網
が非常に複雑に整備されていたため単純な
方法では流域界が作成できなかった。試行錯
誤の結果，標高データは 10m 解像度のものを
採用し，既存の河川網等を焼き付けることで
標高データを一部補正した。気象データは将
来の解析も視野に入れ 1985 年から 2013 年ま
で整備した。ただし河川観測流量が 2011 年
から 2013 年までであったため，その範囲で
パラメータ値を調整した。パラメータ値の探
索 に は SWAT Calibration Uncertainty 
Programs（SWAT-CUP）を援用し，長命寺川，
山本川，安土川，蛇砂川の 4地点で再現性を
比較した。その結果，蛇砂川と安土川におい
ては概ね高い再現性を示したが，そのほかの
河川では再現性が低かった。この原因として，
SWAT モデル内で流域の複雑な水（農業用水）
動態が十分再現できなかったこと，そして流
量観測値不足によるパラメータ値検索が十
分でなかったこと，などが考えられる。 
  「環境こだわり農業」等の実施以降，それ
らの対策効果は年に数回実施される水質調
査の結果で評価されてきた。現状では依然と
して西の湖に対する水質改善効果は現れて
いない。今後観測データを蓄積させることで，
その理由の一端を明らかにし，モデル解析等
を援用することで，水質改善対策実施効果の
検証と将来対策を考察することが重要と考
える。 
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